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七
・
二
五
ド
ル
に
留
ま
る
連
邦
最

低
賃
金
を
一
〇
・
一
〇
ド
ル
に
引
き

上
げ
る
よ
う
に
促
す
声
明
を
四
月
二

五
日
に
、
ホ
ワ
イ
ト
ハ
ウ
ス
が
出
し

た
。

　

上
院
は
ア
イ
オ
ワ
州
選
出
ハ
ー
キ

ン
議
員
、
下
院
は
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア

州
選
出
ミ
ラ
ー
議
員
が
そ
れ
ぞ
れ
連

邦
最
低
賃
金
引
き
上
げ
の
法
案
を
提

出
し
て
い
る
が
、
現
在
の
と
こ
ろ
、

審
議
が
停
止
し
て
い
る
。

二
八
〇
〇
万
人
が
恩
恵
に
預

か
る
と
試
算 

　

ホ
ワ
イ
ト
ハ
ウ
ス
に
よ
れ
ば
、七
・

二
五
ド
ル
の
連
邦
最
低
賃
金
を
一

〇
・
一
〇
ド
ル
に
引
き
上
げ
れ
ば
、

連
邦
最
低
賃
金
以
下
で
働
く
、
お
よ

そ
一
九
〇
〇
万
人
の
労
働
者
の
賃
金

が
引
き
上
げ
ら
れ
る
。
最
賃
と
同
程

度
で
働
い
て
い
る
九
〇
〇
万
人
が
構

造
的
に
賃
金
が
引
き
上
げ
ら
れ
る
と

し
て
お
り
、
合
計
で
二
八
〇
〇
万
人

が
恩
恵
に
預
か
る
と
分
析
し
て
い
る
。

分
析
を
行
っ
た
の
は
、
大
統
領
経
済

諮
問
委
員
会
で
あ
る
。

　

州
に
よ
っ
て
変
動
す
る
も
の
の
、

連
邦
最
賃
の
引
き
上
げ
は
、
最
賃
水

準
の
フ
ル
タ
イ
ム
労
働
者
の
八
カ
月

分
の
家
賃
、
三
六
週
間
分
の
食
料
品

代
、
一
〇
八
回
分
の
ガ
ソ
リ
ン
満
タ

ン
給
油
費
用
、
六
六
カ
月
分
の
電
気

代
に
相
当
す
る
。

連
邦
最
賃
を
上
回
る
州
が
二
一

　

連
邦
最
賃
の
引
き
上
げ
が
足
踏
み

を
続
け
る
一
方
で
、
州
別
最
低
賃
金

は
引
き
上
げ
の
動
き
が
続
い
て
い
る
。

　

現
在
の
と
こ
ろ
、
二
一
州
お
よ
び

コ
ロ
ン
ビ
ア
特
別
区
で
連
邦
最
賃
を

上
回
る
州
別
最
賃
法
が
制
定
さ
れ
て

い
る
。

　

ワ
シ
ン
ト
ン
州
の
九
・
三
二
ド
ル
、

オ
レ
ゴ
ン
州
の
九
・
一
ド
ル
が
そ
の

う
ち
で
も
っ
と
も
高
く
、
コ
ネ
チ

カ
ッ
ト
州
と
メ
リ
ー
ラ
ン
ド
で
は
、

向
こ
う
四
年
間
で
一
〇
・
一
〇
ド
ル

へ
引
き
上
げ
る
法
改
正
が
可
決
さ
れ

て
い
る
。

　

こ
れ
以
外
の
州
で
は
、
連
邦
最
低

賃
金
引
き
上
げ
に
よ
り
、
た
と
え
ば
、

テ
キ
サ
ス
州
で
三
〇
〇
万
人
、
カ
リ

フ
ォ
ル
ニ
ア
州
で
二
二
〇
万
人
、

ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
州
で
一
七
〇
万
人
が

影
響
を
受
け
る
と
、
ホ
ワ
イ
ト
ハ
ウ

ス
は
予
測
し
て
い
る
。
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全
米
自
動
車
労
働
組
合（
Ｕ
Ａ
Ｗ
）

は
、
二
月
一
二
日
か
ら
一
四
日
に
実

施
さ
れ
た
フ
ォ
ル
ク
ス
ワ
ー
ゲ
ン
社

（
Ｖ
Ｗ
社
）
の
テ
ネ
シ
ー
州
チ
ャ
タ

ヌ
ー
ガ
工
場
の
労
働
組
合
組
織
化
を

め
ぐ
る
従
業
員
投
票
で
敗
北
し
た
。

そ
の
手
続
き
を
め
ぐ
り
、
テ
ネ
シ
ー

州
選
出
州
上
院
議
員
（
共
和
党
）
の

発
言
に
選
挙
妨
害
が
あ
っ
た
と
し
て
、

Ｕ
Ａ
Ｗ
は
全
国
労
働
委
員
会
（
Ｎ
Ｌ

Ｒ
Ｂ
）
に
訴
え
て
い
た
が
、
四
月
二

一
日
に
訴
え
を
取
り
下
げ
た
。

部
外
者
に
よ
る
妨
害
行
為

　

Ｕ
Ａ
Ｗ
が
Ｎ
Ｌ
Ｒ
Ｂ
に
訴
え
て
い

た
の
は
、
テ
ネ
シ
ー
州
選
出
ボ
ブ
・

コ
ー
カ
ー
上
院
議
員
の
発
言
が
妨
害

行
為
に
当
た
る
か
ど
う
か
と
い
う
こ

と
だ
っ
た
。

　

コ
ー
カ
ー
上
院
議
員
の
「
労
働
組

合
が
組
織
化
さ
れ
な
け
れ
ば
、
Ｖ
Ｗ

が
新
工
場
を
立
ち
あ
げ
る
た
め
に
、

三
億
ド
ル
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
与

え
、
そ
れ
に
よ
っ
て
新
し
い
雇
用
が

生
ま
れ
る
」
と
い
う
発
言
が
、
投
票

に
影
響
を
与
え
た
た
め
に
、
や
り
直

し
を
す
る
べ
き
だ
と
Ｕ
Ａ
Ｗ
は
主
張

し
て
い
た
。

　

労
働
組
合
が
使
用
者
と
合
法
的
に

団
体
交
渉
を
行
う
た
め
の
手
続
き
は
、

全
国
労
働
関
係
法
（
Ｎ
Ｌ
Ｒ
Ａ
）
に

よ
っ
て
規
定
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、

今
回
の
よ
う
に
、
使
用
者
と
労
働
組

合
以
外
の
第
三
者
が
妨
害
行
為
を
す

る
よ
う
な
こ
と
を
Ｎ
Ｌ
Ｒ
Ａ
は
想
定

し
て
い
な
い
。

　

一
方
で
、
コ
ー
カ
ー
上
院
議
員
は
、

言
論
の
自
由
が
保
障
さ
れ
る
べ
き
と

し
て
、
Ｕ
Ａ
Ｗ
の
訴
え
が
無
効
で
あ

る
こ
と
を
主
張
し
て
い
た
。

Ｎ
Ｌ
Ｒ
Ｂ
に
よ
る
ヒ
ア
リ
ン

グ
前
に
訴
え
を
取
り
下
げ

　

四
月
末
に
は
Ｎ
Ｌ
Ｒ
Ｂ
が
Ｕ
Ａ
Ｗ

に
対
す
る
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
始
め
る
ス

ケ
ジ
ュ
ー
ル
に
な
っ
て
い
た
。
そ
の

直
前
に
Ｕ
Ａ
Ｗ
は
訴
え
を
取
り
下
げ

た
の
で
あ
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
二
月

に
行
わ
れ
た
投
票
か
ら
向
こ
う
一
年

間
の
組
織
化
活
動
を
Ｕ
Ａ
Ｗ
が
行
う

こ
と
は
で
き
な
く

な
っ
た
。

　

こ
れ
に
関
し
て
、

テ
ネ
シ
ー
州
を
管

轄
す
る
Ｕ
Ａ
Ｗ
第

八
地
域
代
表
は
、

「
三
億
ド
ル
に
よ

り
生
ま
れ
る
雇
用

と
経
済
効
果
を
尊

重
し
た
い
」
と
の

コ
メ
ン
ト
を
発
表

し
た
。

　

Ｕ
Ａ
Ｗ
と
Ｖ
Ｗ
社
は
、
労
働
組
合

が
組
織
化
さ
れ
れ
ば
、
生
産
性
と
品

質
向
上
に
協
力
す
る
ド
イ
ツ
型
の
従

業
員
代
表
組
織
の
機
能
を
持
た
せ
る

こ
と
で
合
意
し
て
い
た
。
つ
ま
り
、

使
用
者
側
が
協
力
す
る
な
か
で
行
わ

れ
組
織
化
選
挙
で
あ
り
、
Ｕ
Ａ
Ｗ
側

の
勝
利
は
疑
い
な
い
と
思
わ
れ
て
い

た
。
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新
た
な
長
期
失
業
者
向
け
就
労
支
援
策

の
導
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その他（就労困難者向け手当申請者等）

求職者手当申請者（早期参加者）

求職者手当申請者（25歳以上）

求職者手当申請者（18-24歳）

図表　主要カテゴリ毎の就業実績の達成件数（千件）

注：求職者手当受給者（18-24歳及び25歳以上層）は就業期間が6カ月、他は3カ月に達した件数。
参考：DWP Tabulation Tool（http://tabulation-tool.dwp.gov.uk/WorkProg/tabtool.html）

　

政
府
は
四
月
末
、
長
期
失
業
者
向

け
の
新
た
な
支
援
策
「
ヘ
ル
プ
・

ト
ゥ
・
ワ
ー
ク
」
を
導
入
し
た
。
従

来
か
ら
実
施
さ
れ
て
い
る
長
期
失
業

者
支
援
策「
ワ
ー
ク
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
」

の
終
了
後
も
仕
事
を
得
ら
れ
て
い
な

い
失
業
者
が
対
象
で
、
ジ
ョ
ブ
セ
ン

タ
ー
プ
ラ
ス（
公
共
職
業
紹
介
機
関
）

に
毎
日
来
所
し
て
求
職
活
動
の
支
援

を
受
け
る
ほ
か
、
地
域
で
の
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
な
ど
を
義
務
付
け
る
。
た
だ

し
、
複
数
の
非
営
利
団
体
が
不
参
加

を
表
明
す
る
な
ど
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
に

は
批
判
的
な
意
見
も
み
ら
れ
る
。

ア
ド
バ
イ
ザ
ー
と
の
毎
日
の

面
談
な
ど
義
務
付
け

　

長
期
失
業
者
向
け
プ
ロ
グ
ラ
ム
と

し
て
、
民
間
事
業
者
へ
の
委
託
を
通

じ
て
実
施
さ
れ
て
い
る
「
ワ
ー
ク
・

プ
ロ
グ
ラ
ム
」
は
、
所
定
の
期
間
を

超
え
て
求
職
者
手
当
を
申
請
し
て
い

る
成
人
お
よ
び
若
年
層
（
一
八
‐
二

四
歳
）
等
を
中
心
に
、
就
労
支
援
を

提
供
す
る
も
の（
１
）。
二
〇
一
一
年

六
月
の
導
入
以
降
国
内
で
お
よ
そ
一

四
八
万
人
が
ジ
ョ
ブ
セ
ン
タ
ー
プ
ラ

ス
か
ら
事
業
者
に
紹
介
さ
れ
、
う
ち

約
二
五
万
人
が
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
通
じ

て
所
定
の
期
間
（
六
カ
月
ま
た
は
三

カ
月
）
以
上（
２
）就
業
し
た
。

　

新
た
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
内
容
は
、

昨
年
九
月
に
オ
ズ
ボ
ー
ン
財
相
が
公

表
し
た
も
の
だ
。
ワ
ー
ク
・
プ
ロ
グ

ラ
ム
に
よ
る
二
年
間
（
半
年
間
の
延

長
が
可
能
）
の
支
援
策
に
よ
っ
て
仕

事
を
得
る
こ
と
が
出
来
な
か
っ
た
失

業
者
は
、
ジ
ョ
ブ
セ
ン
タ
ー
プ
ラ
ス

に
よ
る
支
援
に
戻
る
こ
と
に
な
る
が
、

そ
の
際
、
ジ
ョ
ブ
セ
ン
タ
ー
プ
ラ
ス

の
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
は
三
つ
の
選
択
肢

か
ら
も
っ
と
も
対
象
者
に
適
し
た
も

の
を
選
ぶ
こ
と
が
で
き
る
。
一
つ
は
、

ジ
ョ
ブ
セ
ン
タ
ー
に
毎
日
来
所
し

（
通
常
は
二
週
間
に
一
度
）、
職
探

し
の
頻
度
や
求
人
へ
の
応
募
件
数
、

あ
る
い
は
ス
キ
ル
向
上
の
た
め
の
活

動
状
況
な
ど
、
求
職
活
動
の
進
捗
に

関
し
て
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
と
の
面
談
を

義
務
付
け
る
と
い
う
も
の
。
二
つ
目

は
、
就
業
経
験
の
不
足
し
て
い
る
失

業
者
に
対
し
て
、
週
三
〇
時
間
、
最

長
六
カ
月
間
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
労
働

（
地
域
の
非
営
利
組
織
等
で
の
ボ
ラ

ン
テ
ィ
ア
）
お
よ
び
週
四
時
間
の
求

職
活
動
を
義
務
付
け
、
職
場
で
働
く

上
で
の
ス
キ
ル
と
経
験
を
身
に
つ
け

さ
せ
る
。
最
後
に
、
学
習
困
難
者
な

ど
就
労
に
困
難
を
抱
え
る
失
業
者
に

対
し
て
は
、
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
が
よ
り

集
中
的
な
支
援
を
行
い
、
必
要
な
訓

練
へ
の
参
加
や
面
談
の
た
め
の
交
通

費
や
衣
服
の
支
給
、
あ
る
い
は
就
業

体
験
の
提
供
な
ど
、
個
人
に
合
わ
せ

た
、
よ
り
柔
軟
な
オ
プ
シ
ョ
ン
を
提

供
す
る
。
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
は
、
ワ
ー

ク
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
提
供
し
た
事
業

者
か
ら
の
個
々
の
求
職
者
に
関
す
る

レ
ポ
ー
ト
な
ど
を
元
に
、
最
適
と
考

え
ら
れ
る
手
法
を
選
択
す
る
。

　

な
お
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
参
加
し
な

い
場
合
、
手
当
の
支
給
停
止
（
一
回

目
は
四
週
間
、二
回
目
は
一
三
週
間
）

を
伴
う
制
裁
措
置
が
適
用
さ
れ
る
。

政
府
は
、
年
間
三
億
ポ
ン
ド
を
投
じ
、

二
〇
万
人
の
支
援
に
充
て
る
と
し
て

い
る
。
現
地
報
道
に

よ
れ
ば
、
国
内
の
七

〇
組
織
が
プ
ロ
グ
ラ

ム
を
通
じ
た
求
職
者

の
受
け
入
れ
に
合
意

し
て
い
る
と
い
う
。

　

こ
の
ほ
か
、
今
年

中
に
試
験
的
な
実
施

が
決
ま
っ
て
い
る
長

期
失
業
者
支
援
策
と

し
て
、
ア
ド
バ
イ

ザ
ー
が
週
三
五
時
間

六
カ
月
間
に
わ
た
り
、

求
職
活
動
を
監
督
す

る
と
い
う
プ
ロ
グ
ラ

ム
が
一
部
地
域
で
導

入
さ
れ
る
予
定
だ
。

長
期
失
業
者
お
よ
び

相
対
的
に
就
業
が
容

易
と
み
ら
れ
る
求
職

者
、
各
三
〇
〇
〇
人

が
対
象
と
な
る
と
み

ら
れ
る
。

就
業
促
進
の
効

果
に
は
疑
問
の

声
も

　
「
ヘ
ル
プ
・
ト
ゥ
・

ワ
ー
ク
」
の
内
容
は

政
府
が
過
去
に
導
入

を
検
討
し
た
も
の
の
、
就
労
促
進
の

効
果
が
み
ら
れ
な
い
と
の
結
果（
３
）

か
ら
、
本
格
的
な
導
入
が
保
留
と

な
っ
て
い
た
「
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
活
動

プ
ロ
グ
ラ
ム
」
と
同
じ
内
容
で
あ
り
、

こ
の
た
め
本
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
つ
い
て

も
、
効
果
を
疑
問
視
す
る
意
見
が
あ

る
。
加
え
て
、
求
職
者
手
当
の
受
給

の
条
件
と
し
て
無
給
で
の
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
を
義
務
付
け
る
こ
と
に
反
対

す
る
非
営
利
団
体
や
労
働
組
合
な
ど

が
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
よ
る
求
職
者
の

受
け
入
れ
を
行
わ
な
い
よ
う
非
営
利

団
体
等
に
働
き
か
け
る
キ
ャ
ン
ペ
ー

ン
を
実
施
し
て
い
る
。
現
地
報
道
に

よ
れ
ば
、
既
に
オ
ッ
ク
ス
フ
ァ
ム
、

Ｙ
Ｍ
Ｃ
Ａ
、
救
世
軍
な
ど
の
非
営
利

団
体
が
プ
ロ
グ
ラ
ム
へ
の
不
参
加
を

表
明
し
て
い
る
。
ま
た
地
方
自
治
体

で
も
、
リ
ヴ
ァ
プ
ー
ル
市
が
受
け
入

れ
は
行
わ
な
い
と
の
方
針
を
示
し
て

い
る
と
い
う 

。

［
注
］

１
．
成
人
の
場
合
は
一
二
カ
月
超
、
若
年

層
は
九
カ
月
超
の
求
職
者
手
当
申
請
者

が
対
象
。
こ
の
ほ
か
、
就
労
困
難
者
向

け
手
当
の
受
給
者
等
も
対
象
と
な
る
（
制

度
概
要
に
つ
い
て
は
本
誌
二
〇
一
三
年

九
月
号
ほ
か
を
参
照
）。

２
．
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
、
参
加
者
の
所
定
の

期
間
以
上
の
就
業
（
断
続
的
な
場
合
は

累
積
）
を
実
績
と
み
な
し
て
委
託
費
を

加
算
す
る
仕
組
み
で
、
成
人
・
若
年
層

の
求
職
者
手
当
申
請
者
に
つ
い
て
は
六

カ
月
、
就
労
困
難
者
等
は
三
カ
月
な
ど
。

以
降
も
、
四
週
間
毎
の
持
続
的
な
就
業

が
加
算
対
象
と
な
る
（
最
長
五
二
週
）。

３
．
一
部
地
域
で
の
試
験
的
な
実
施
の
結
果
、

プ
ロ
グ
ラ
ム
を
通
じ
て
仕
事
に
就
い
た

実
績
は
ジ
ョ
ブ
セ
ン
タ
ー
プ
ラ
ス
に
よ

る
就
労
支
援
と
ほ
ぼ
同
等
で
あ
っ
た
。

【
参
考
資
料
】
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Ｅ
Ｕ
か
ら
の
移
住
者
に
よ
る
社
会

保
障
の
受
給
状
況
な
ど
を
調
査
し
て

い
た
政
府
の
調
査
委
員
会
は
三
月
二

六
日
、
中
間
報
告
を
発
表
し
た
。
そ

れ
に
よ
る
と
、
移
住
者
の
多
く
は
法

に
従
っ
て
お
り
、
不
正
受
給
は
ご
く

少
数
で
あ
っ
た
。
た
だ
、
今
後
は
不

正
受
給
対
策
を
強
化
す
る
必
要
が
あ

る
と
し
て
、
児
童
手
当
の
支
給
要
件

の
厳
格
化
や
、
不
正
者
に
対
す
る
一

定
期
間
の
再
入
国
禁
止
な
ど
を
提
案

し
て
い
る
。

ブ
ル
ガ
リ
ア
、
ル
ー
マ
ニ
ア

出
身
移
住
者
に
対
す
る
懸
念

　

ド
イ
ツ
で
は
、
今
年
一
月
一
日
か

ら
ブ
ル
ガ
リ
ア
お
よ
び
ル
ー
マ
ニ
ア

出
身
者
に
対
す
る
就
労
と
移
動
の
制

限
が
解
除
さ
れ
た
。
こ
れ
ま
で
ド
イ

ツ
は
、
二
〇
〇
七
年
に
Ｅ
Ｕ
加
盟
し

た
両
国
に
対
し
、
旧
加
盟
国
と
し
て

認
め
ら
れ
る
最
長
七
年
の
「
移
動
の

自
由
の
適
用
猶
予
」
を
用
い
て
制
限

し
て
き
た
。
そ
れ
が
二
〇
一
三
年
末

で
期
限
切
れ
と
な
り
、
両
国
の
労
働

者
は
自
由
に
ド
イ
ツ
へ
移
住
し
て
働

く
こ
と
が
可
能
に
な
っ
た
。
こ
れ
ま

で
も
制
限
が
あ
り
な
が
ら
両
国
の
移

住
者
は
二
〇
〇
七
年
以
降
増
加
し
て

お
り
、
昨
年
半
ば
に
は
一
三
万
人
の

ブ
ル
ガ
リ
ア
人
、
二
三
万
人
の
ル
ー

マ
ニ
ア
人
が
国
内
に
居
住
し
て
い
た
。

　

そ
れ
と
と
も
に
彼
ら
の
受
け
入
れ

に
か
か
る
通
訳
や
語
学
学
校
な
ど
の

社
会
統
合
費
、
児
童
手
当
、
緊
急
医

療
費
な
ど
の
行
政
負
担
が
増
え
、
一

部
の
自
治
体
で
は
財
政
が
逼
迫
す
る

ケ
ー
ス
も
出
て
き
た
。
さ
ら
に
両
国

出
身
者
に
対
す
る
ハ
ル
ツ
Ⅳ
（
注
）

の
支
給
も
増
加
し
、
給
付
認
定
を
め

ぐ
り
裁
判
に
発
展
す
る
ケ
ー
ス
も
多

発
す
る
よ
う
に
な
っ
た
。
こ
う
し
た

状
況
下
で
、
二
〇
一
四
年
か
ら
は
社

会
保
障
の
受
給
を
目
的
と
し
た
両
国

の
移
住
者
が
さ
ら
に
増
加
す
る
の
で

は
な
い
か
と
い
う
懸
念
が
広
が
り
、

昨
年
一
一
月
に
は
一
五
の
地
方
自
治

体
の
長
が
、
国
へ
対
策
や
財
政
支
援

を
求
め
る
嘆
願
書
を
提
出
す
る
事
態

に
ま
で
発
展
し
て
い
た
。

論
争
を
呼
ん
だ
Ｃ
Ｓ
Ｕ
文
書

　

Ｅ
Ｕ
移
住
者
、
と
く
に
ブ
ル
ガ
リ

ア
、
ル
ー
マ
ニ
ア
出
身
者
に
対
す
る

懸
念
の
声
が
高
ま
る
中
、
連
立
与
党

の
一
翼
を
担
う
キ
リ
ス
ト
教
社
会
同

盟
（
Ｃ
Ｓ
Ｕ
）
は
昨
年
末
、「
嘘
つ
き

は
追
放
す
べ
し
」
と
す
る
文
書
を
発

表
し
、「
ブ
ル
ガ
リ
ア
と
ル
ー
マ
ニ
ア

に
対
す
る
制
限
が
撤
廃
さ
れ
れ
ば
、

両
国
か
ら
無
資
格
者
や
低
資
格
者
が

ド
イ
ツ
に
来
て
社
会
保
障
給
付
を
不

正
に
請
求
し
よ
う
と
す
る
だ
ろ
う
」

と
警
告
し
、
大
き
な
物
議
を
醸
し
た
。

こ
の
Ｃ
Ｓ
Ｕ
文
書
に
対
し
て
は
、「
特

定
の
外
国
人
層
を
犯
罪
者
と
み
な
し

て
い
る
」「
大
衆
迎
合
的
だ
」
等
の
批

判
が
噴
出
し
、
事
態
を
重
く
み
た
メ

ル
ケ
ル
首
相
は
一
月
、
一
一
省
庁
の

政
務
次
官
、
連
邦
移
民
・
難
民
庁
長

官
ら
で
構
成
す
る
調
査
委
員
会
を
設

置
し
、
議
論
の
鎮
静
化
を
図
っ
た
。

不
正
受
給
は
ご
く
少
数

　

三
月
二
六
日
に
出
さ
れ
た
中
間
報

告
は
、デ
・
メ
ジ
エ
ー
ル
内
相
と
ナ
ー

レ
ス
労
働
社
会
相
が
共
同
で
発
表
し
、

「
Ｅ
Ｕ
移
住
者
の
大
多
数
は
法
に

従
っ
て
お
り
、
不
正
受
給
は
ご
く
少

数
だ
」
と
述
べ
て
、
過
熱
す
る
不
正

受
給
論
に
釘
を
さ
し
た
。
そ
の
上
で

今
後
の
対
策
と
し
て
、
法
律
の
濫
用

や
詐
欺
が
発
覚
し
た
Ｅ
Ｕ
移
住
者
に

対
す
る
一
定
期
間
の
再
入
国
禁
止
措

置
、
児
童
手
当
の
支
給
に
つ
い
て
納

税
者
番
号
の
提
出
義
務
化
（
重
複
支

給
防
止
の
た
め
）、
Ｅ
Ｕ
移
住
者
の

「
見
せ
か
け
の
自
営
」
に
対
処
す
る

た
め
ジ
ョ
ブ
セ
ン
タ
ー
や
営
業
基
準

監
督
機
関
な
ど
関
係
当
局
で
調
整
し

て
営
業
法
を
改
正
、
な
ど
の
取
り
組

み
を
提
言
し
た
。
そ
の
ほ
か
Ｅ
Ｕ
移

住
者
の
集
住
地
域
の
自
治
体
に
対
し

て
は
連
邦
政
府
が
財
政
支
援
を
行
う

必
要
が
あ
る
と
し
た
。

　

今
回
の
中
間
報
告
に
つ
い
て
、
都

市
連
絡
評
議
会
の
マ
リ
ー
議
長
は
マ

ス
コ
ミ
の
取
材
に
応
じ
て
「
提
案
は

正
し
い
方
向
に
向
か
っ
て
い
る
」
と

歓
迎
し
、
集
住
地
域
に
お
け
る
状
況

緩
和
計
画
の
速
や
か
な
実
行
を
要
請

し
た
。
政
府
の
調
査
委
員
会
は
六
月

に
最
終
報
告
書
を
提
出
す
る
予
定
で

あ
る
。

ド
イ
ツ
①

移
住
者
に
よ
る
社
会
保
障
の
不
正
受
給

対
策
を
強
化

ド
イ
ツ
②

法
定
最
低
賃
金
、
法
案
が
閣
議
を
通
過

［
注
］

ハ
ル
ツ
Ⅳ
と
は
、
ハ
ル
ツ
第
四
法
に
基
づ

く
求
職
者
基
礎
保
障
給
付
の
こ
と
で
、

長
期
失
業
者
と
そ
の
パ
ー
ト
ナ
ー
等
の

生
活
保
障
を
目
的
と
し
て
「
社
会
法
典

第
二
編
（
Ｓ
Ｇ
Ｂ
Ⅱ
）」
で
規
定
さ
れ
、

失
業
給
付
Ⅱ
と
も
呼
ば
れ
る
。
受
給
者

は
長
期
失
業
者
で
、
職
業
教
育
を
受
け

て
い
な
い
無
資
格
者
や
低
資
格
者
が
多

い
。
な
お
、
社
会
法
典
第
二
編
（
Ｓ
Ｇ

Ｂ
Ⅱ
）
で
規
定
さ
れ
る
給
付
に
は
、
失

業
給
付
Ⅱ
の
ほ
か
、
就
業
不
能
要
扶
助

者
に
対
す
る
社
会
給
付(

Ｓ
Ｇ)

が
あ
る
。

【
参
考
資
料
】
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キ
リ
ス
ト
教
民
主
・
社
会
同
盟（
Ｃ

Ｄ
Ｕ
／
Ｃ
Ｓ
Ｕ
）と
社
会
民
主
党（
Ｓ

Ｐ
Ｄ
）
の
連
立
政
権
は
四
月
二
日
、

史
上
初
の
全
産
業
に
対
す
る
法
定
最

低
賃
金
の
導
入
法
案
を
閣
議
で
了
承

し
た
。
議
会
で
の
審
議
、
採
決
を
経

て
、
来
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
さ
れ

る
予
定
で
あ
る
。

二
〇
一
五
年
か
ら
段
階
導
入

　

法
定
最
低
賃
金
は
時
間
当
た
り

八
・
五
ユ
ー
ロ
と
し
、
二
〇
一
五
年

一
月
一
日
に
運
用
開
始
予
定
だ
が
、

当
初
二
年
間(

二
〇
一
六
年
一
二
月

三
一
日
ま
で)

は
「
業
種
レ
ベ
ル
に

お
け
る
代
表
的
な
協
約
当
事
者
の
労

働
協
約
に
よ
る
逸
脱
を
認
め
る
」
と

い
う
例
外
規
定
を
経
過
措
置
的
に
設

け
、
二
〇
一
六
年
一
二
月
三
一
日
ま

で
に
最
低
賃
金
基
準
を
達
成
し
て
い

な
い
労
働
協
約
は
、
二
〇
一
七
年
一

月
一
日
以
降
、
連
邦
全
体
に
お
け
る

法
定
最
低
賃
金
が
適
用
さ
れ
る
こ
と

に
な
る
。
ま
た
、
最
低
賃
金
額
は
、

定
期
的
に
見
直
し
を
行
う(

最
初
の

見
直
し
は
二
〇
一
七
年
六
月
、
効
力

発
生
は
二
〇
一
八
年
一
月
一
日)

。

　

な
お
、
こ
の
最
低
賃
金
は
、
未
成

年
者
、
職
業
訓
練
受
講
者
、
長
期
失

業
者
の
就
職
時(

開
始
か
ら
六
カ

月)

、
一
部
の
イ
ン
タ
ー
ン
に
対
し

て
は
適
用
さ
れ
な
い
。

背
景
に
適
用
率
の
低
下
な
ど

　

ド
イ
ツ
は
こ
れ
ま
で
、
産
別
を
中

心
に
労
使
が
賃
金
交
渉
を
し
て
、
決

定
し
た
協
約
賃
金
を
未
組
織
労
働
者

に
も
拡
張
適
用
す
る
仕
組
み
を
取
っ

て
き
た
。
し
か
し
、
労
働
協
約
適
用

率
の
低
下
や
低
賃
金
労
働
拡
大
の
問

題
が
大
き
く
な
り
、
労
組
を
中
心
に

法
定
最
低
賃
金
の
導
入
を
求
め
る
声

が
強
く
な
っ
て
い
た
。
今
回
の
導
入

で
三
七
〇
万
人
の
労
働
者
が
恩
恵
を

受
け
る
。

【
参
考
資
料
】
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フ
ラ
ン
ス

移
民
へ
の
警
戒
感
の
高
ま
り
―
人
種
差

別
に
関
す
る
報
告
書
を
政
府
が
発
表

　

人
権
諮
問
委
員
会
（
Ｃ
Ｎ
Ｃ
Ｄ

Ｈ
）（
１
）は
四
月
一
日
、
人
種
差
別
・

ユ
ダ
ヤ
人
排
斥
主
義
・
排
外
主
義
の

対
策
に
関
す
る
報
告
書
を
政
府
に
提

出
し
た
。
移
民
が
社
会
の
不
安
要
因

と
考
え
る
国
民
の
割
合
は
調
査
が
始

ま
っ
て
以
来
、
最
高
に
な
る
な
ど
移

民
を
忌
避
す
る
傾
向
が
明
ら
か
に

な
っ
た
。
ま
た
、
ロ
マ
人
や
ム
ス
リ

ム
に
対
す
る
人
種
差
別
の
風
潮
が
国

内
で
高
ま
っ
て
い
る
こ
と
を
警
告
し

て
い
る
。

「
移
民
が
多
す
ぎ
る
」
七
割
強

　

人
権
諮
問
委
員
会
が
行
っ
た
世
論

調
査
に
基
づ
く
『
人
種
差
別
、
外
国

人
排
斥
お
よ
び
ユ
ダ
ヤ
と
の
闘
い
』

と
題
す
る
報
告
書
が
公
表
さ
れ
た
。

こ
の
調
査
は
、
フ
ラ
ン
ス
に
居
住
す

る
一
八
歳
以
上
の
一
〇
二
六
人
を
対

象
と
し
て
、
二
〇
一
三
年
一
二
月
二

日
か
ら
一
二
日
の
間
に
実
施
さ
れ
た
。

同
報
告
書
に
よ
る
と
「
移
民
」
を
経

済
や
社
会
の
不
安
要
因
と
し
て
あ
げ

た
人
が
全
体
の
一
六
％
に
上
り
、
前

回
調
査
か
ら
六
ポ
イ
ン
ト
の
大
幅
上

昇
と
な
っ
た
。
二
〇
〇
二
年
に
こ
の

調
査
が
始
ま
っ
て
以
来
で
最
高
と

な
っ
た
。
ま
た
、「
フ
ラ
ン
ス
に
は
移

民
が
多
す
ぎ
る
」
と
回
答
し
た
人
は

全
体
の
七
四
％
に
上
る
。
こ
の
割
合

は
年
々
上
昇
し
て
お
り
、
二
〇
〇
九

年
と
比
較
し
て
二
七
ポ
イ
ン
ト
上
昇

し
た
こ
と
に
な
る
（
図
表
１
）。「
移

民
は
過
去
一
〇
年
間
の
間
に
増
加
し

て
い
る
」
と
い
う
認
識
を
示
し
た
の

が
七
六
％
で
、
こ
の
数
値
は
二
〇
一

二
年
か
ら
一
ポ
イ
ン
ト
、
二
〇
一
一

年
か
ら
七
ポ
イ
ン
ト
増
加
し
て
い
る
。

さ
ら
に
、「
移
民
は
社
会
的
保
護
を
受

け
る
た
め
だ
け
に
フ
ラ
ン
ス
へ
来

る
」
と
回
答
し
た
の
が
七
七
％
で
、

二
〇
一
二
年
か
ら
四
ポ
イ
ン
ト
上
昇

し
て
い
る
（
報
告
書
三
四
ペ
ー
ジ
）。

滞
在
ビ
ザ
発
給
数
の
増
加
、

「
家
族
移
動
」
の
入
国
の
多
さ

　

だ
が
、
実
際
の
移
民
の
割
合
に
大

き
な
変
化
は
み
ら
れ
な
い
。
国
立
統

計
経
済
研
究
所
（
Ｉ
Ｎ
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）
の

統
計
数
値
に
よ
れ
ば
、
移
民
の
割
合

は
八･

一
％
か
ら
八･

五
％
で
推
移

し
て
お
り
、
外
国
人
は
五
・
八
％
程

度
、
人
数
で
は
移
民
が
五
〇
〇
万
人

強
、
外
国
人
が
三
七
〇
万
人
前
後
で

ほ
と
ん
ど
変
化
し
て
い
な
い
（
図
表

２
）（
２
）。
な
お
、
こ
の
調
査
の
実

施
に
あ
た
っ
て
、
回
答
者
の
居
住
地

に
お
け
る
実
際
の
外
国
人
の
人
口
密

度
は
、
回
答
に
影
響
が
出
な
い
程
度

の
無
作
為
性

は
確
保
さ
れ

て
い
る
。

　

こ
の
こ
と

か
ら
、
フ
ラ

ン
ス
国
民
の

意
識
の
中
で
移
民
や
外
国
人
に
対
す

る
寛
容
の
度
合
い
が
低
下
し
て
い
る

傾
向
が
窺
い
知
れ
る
。

　

た
だ
、
人
口
に
占
め
る
移
民
や
外

国
人
に
変
化
は
み
ら
れ
な
い
が
、
二

〇
一
三
年
ま
で
の
数
値
が
公
表
さ
れ

て
い
る
国
籍
取
得
者
数
と
外
国
人
へ

の
ビ
ザ
発
給
数
、
入
国
理
由
別
人
数
、

そ
れ
ぞ
れ
の
推
移
を
み
て
み
る
と
、

違
っ
た
一
面
が
見
え
て
く
る
。
国
籍

取
得
者
数
は
、
二
〇
一
三
年
に
は
五

万
二
二
〇
七
人
で
、
九
万
四
五
七
三

人
で
あ
っ
た
二
〇
一
〇
年
か
ら
は

減
っ
て
い
る
。
そ
の
一
方
で
滞
在
ビ

ザ
発
給
数
は
二
〇
一
三
年
に
は
二
五

一
万
四
九
九
四
人
で
、
二
〇
〇
九
年

以
降
、増
加
傾
向
に
あ
る
（
図
表
３
）。

ま
た
、
入
国
理
由
別
の
人
数
を
み
る

と
、
就
労
を
前
提
と
し
な
い
「
家
族

移
動
」（
こ
れ
は
フ
ラ
ン
ス
人
の
家
族
、

婚
姻
の
た
め
の
入
国
お
よ
び
フ
ラ
ン

ス
に
滞
在
す
る
外
国
人
の
家
族
再
統

合
を
意
味
す
る
）
の
入
国
者
数
が
、

就
業
を
目
的
と
す
る「
経
済
的
移
動
」

の
人
数
を
著
し
く
上
回
る

（
図
表
４
）。

　

外
国
人
受
け
入
れ
に
よ

る
国
内
経
済
へ
の
貢
献
が

低
い
と
さ
れ
る
「
家
族
移

動
」
が
多
い
と
い
う
傾
向

は
過
去
数
十
年
続
い
て
お

り
、
こ
の
こ
と
が
「
社
会

的
保
護
」
だ
け
を
求
め
て

移
民
は
入
国
し
て
く
る
と

い
う
国
民
意
識
を
反
映
し

て
い
る
と
も
と
れ
る
。

不
法
滞
在
者
の
正
規

化
の
増
加

　

ま
た
、
不
法
滞
在
者
の

正
規
化
に
関
す
る
統
計
で

は
、
二
〇
一
二
年
と
二
〇

一
三
年
の
比
較
が
さ
れ
、

二
〇
一
二
年
一
一
月
二
八

日
に
発
行
さ
れ
た
通
達

（
３
）の
影
響
と
い
う
観
点

か
ら
数
値
が
ま
と
め
ら
れ

て
い
る
。
二
〇
一
三
年
に

は
三
万
五
二
〇
四
人
に
上

り
、
前
年
の
二
万
三
二
九

図表１　「移民が多すぎる」との回答者割合（％）

図表２　外国人・移民の数及び割合

資料出所：同報告書33ページの記述に基づき作成

資料出所：INSEE（国立統計経済研究所）公表資料より作成

47

56
59

69

74

20

30

40

50

60

70

80

2009年 2010年 2011年 2012年 2013年

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

2004年 2006年 2008年 2010年

外国人数

（左目盛）

移民数

千人 ％

移民（割合）（右目盛）

外国人（割合）



海外労働事情

Business Labor Trend 2014.6

54

四
人
と
比
較
し
て
一
・
五
倍
に
な
っ

て
い
る
。
正
規
滞
在
資
格
付
与
に
つ

い
て
は
こ
れ
以
外
に
「
病
気
を
理
由

と
す
る
滞
在
許
可
」
と
し
て
六
〇
〇

六
人
な
ど
が
確
認
で
き
る
。
バ
ル
ス

首
相
の
内
相
時
代
に
施
行
さ
れ
た
こ

の
通
達
は
、
不
法
滞
在
者
の
正
規
化

の
条
件
を
定
め
た
も
の
で
あ
る
が
、

各
種
報
道
に
よ
れ
ば
、
バ
ル
ス
内
相

（
当
時
）
は
一
般
的
に
は
タ
カ
派
と

目
さ
れ
て
い
る
一
方
で
、
移
民
に
対

し
て
寛
容
な
政
策
を
実
施
し
た
一
面

を
み
せ
て
い
る
と
指
摘
す
る
。

ロ
マ
人
へ
の
差
別
意
識
、
ム

ス
リ
ム
排
斥
意
識
の
高
ま
り

　

人
種
差
別
報
告
書
に
は
ロ
マ
人

（
４
）へ
の
差
別
意
識
の
高
ま
り
も
指

摘
さ
れ
て
い
る
。
二
〇
〇
二
年
か
ら

二
〇
〇
四
年
ま
で
の
間
は
、「
ロ
マ
人

が
フ
ラ
ン
ス
の
人
種
差
別
の
主
な
犠

牲
者
で
あ
る
」
と
考
え
る
回
答
者
の

割
合
は
一
～
三
％
程
度
で
あ
っ
た
が
、

二
〇
一
〇
年
に
は
一
〇
％
、
二
〇
一

三
年
に
は
一
九
％
へ
と
急
激
に
上
昇

し
て
い
る
（
同
報
告
書
二
〇
七
ペ
ー

ジ
）。

　
「
ユ
ダ
ヤ
人
排
斥
」「
外
国
人
排

斥
」「
ム
ス
リ
ム
排
斥
」
と
い
う
分
類

で
差
別
的
行
為
を
認
識
し
て
い
る
か

ど
う
か
と
い
う
点
に
つ
い
て
、
前
二

者
も
増
加
傾
向
が
あ
る
が
、「
ム
ス
リ

ム
排
斥
」
に
つ
い
て
は
二
〇
一
〇
年

以
降
に
顕
著
な
増
加
傾
向
が
見
ら
れ

る
（
同
報
告
書
九
八
ペ
ー
ジ
）。

［
注
］

１
．L
a co

m
m

issio
n

 n
atio

n
ale 

consultative des droits de l'hom
m

e

２
．
フ
ラ
ン
ス
に
お
い
て
「
外
国
人
」
と

は
フ
ラ
ン
ス
国
籍
を
持
た
ず
に
フ
ラ
ン

ス
に
居
住
す
る
全
外
国
人
が
こ
れ
に
あ

た
る
。
フ
ラ
ン
ス
国
内
で
外
国
人
を
親

と
し
て
出
生
し
、
フ
ラ
ン
ス
国
籍
取
得

を
決
め
て
い
な
い
者
も
含
ま
れ
る
。
こ

れ
に
対
し
て
、「
移
民
」
は
出
生
地
及
び

国
籍
の
二
重
の
基
準
に
よ
り
定
義
さ
れ

る 

。
つ
ま
り
、（
１
）現
在
フ
ラ
ン
ス
に
居

住
し
て
い
る
も
の
の
、
外
国
に
お
い
て

外
国
人
と
し
て
出
生
し
た
者
、（
２
）フ
ラ

ン
ス
国
籍
を
取
得
後
も
外
国
に
お
い
て

外
国
人
と
し
て
出
生
し
た
事
実
に
基
づ

き
移
民
の
一
部
と
し
て
類
型
さ
れ
る
。

３
．
二
〇
一
二
年
一
一
月
二
八
日
の
通
達

（http://w
w

w
.service-public.fr/

actualites/002583.htm
l

）

４
．
一
四
世
紀
以
降
に
イ
ン
ド
か
ら
欧
州

に
向
け
て
移
動
し
て
き
た
と
さ
れ
る
イ

ン
ド
・
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
語
系
ロ
マ
ニ
ー
語

を
話
す
人
々
。
以
前
は
「
ジ
プ
シ
ー
」

な
ど
と
呼
ば
れ
た
が
、
差
別
的
な
意
味

合
い
も
あ
る
た
め
、現
在
で
は「
ロ
マ
人
」

と
呼
ば
れ
る
。

【
参
考
資
料
】

１
．L

a lutte contre le racism
e, 

l'antisém
itism

e et la xénophobie, A
nnée 

2013
	

(http://w
w

w
.ladocum

entationfrancaise.
fr/v

a
r/s

to
ra

g
e

/ra
p

p
o

rts
-

publics/144000199/0000.pdf)

２
．
Ｉ
Ｎ
Ｓ
Ｅ
Ｅ
発
表
資
料
：

・E
nquêtes annuelles de recensem

ent 
2004 et 2005

・Populations étrangère et im
m

igrée en 
2006

・Structure par âge et sexe de la population 
étrangére ou im

m
igrée en 2008

・Population étrangère et im
m

igrée par 
sexe et âge en 2010

３
．
内
務
省
発
表
資
料
：

	
C

om
m

uniqué de presse : La diffusion 
régulière des inform

ations statistiques 
annuelles de l’im

m
igration, de 

l’intégration et de l’asile
	

（http://w
w

w.interieur.gouv.fr/A
ctualites/

C
om

m
uniques/C

om
m

unique-de-presse-
La-diffusion-reguliere-des-inform

ations-
statistiques-annuelles-de-l-im

m
igration-

de-l-integration-et-de-l-asile

）

（
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
最
終
閲
覧
：
二
〇

一
四
年
四
月
二
四
日
）

（
国
際
研
究
部　

北
澤
謙
）

図表４　入国理由別人数（単位：人）

出所：内務省発表資料より作成
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図表３　ビザ発給数と国籍取得者数（単位：人）

出所：内務省発表資料より作成
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中
国
の
公
的
年
金
制
度
は
、
職
業

や
戸
籍
に
よ
っ
て
加
入
す
べ
き
制
度

が
異
な
る
。
大
き
く
四
つ
の
公
的
年

金
制
度
が
あ
る
が
、
そ
の
中
で
公
務

員
と
都
市
従
業
員
の
そ
れ
ぞ
れ
を
対

象
と
し
た
年
金
制
度
が
も
っ
と
も
歴

史
が
長
い
。
近
年
、
農
民
と
都
市
非

就
労
者
を
対
象
と
し
た
二
つ
の
居
民

年
金
が
加
わ
り
、
す
べ
て
の
人
が
公

的
年
金
に
加
入
で
き
る
よ
う
に
な
っ

た
。
し
か
し
、
分
立
し
た
年
金
制
度

は
、
労
働
移
動
が
加
速
化
す
る
現
状

に
は
そ
ぐ
わ
な
い
も
の
で
あ
る
。

　

こ
の
問
題
を
解
決
す
べ
く
、
い
ま
、

年
金
統
合
が
進
め
ら
れ
て
い
る
。
二

〇
一
四
年
二
月
七
日
、
李
克
強
総
理

は
国
務
院
常
務
会
議
の
場
で
、
農
村

部
と
都
市
部
に
分
か
れ
た
居
民
年
金

を
二
〇
二
〇
年
ま
で
に
一
つ
の
制
度

に
統
合
す
る
こ
と
に
言
及
し
た
。
そ

の
後
二
月
二
一
日
に
『
統
一
し
た
都

市･

農
村
居
民
基
本
年
金
制
度
を
創

設
す
る
こ
と
に
関
す
る
国
務
院
の
意

見(

国
発
〔
二
〇
一
四
〕
八
号)

』(

以

下
、『
意
見
』
と
い
う)

が
公
表
さ
れ

た
。
同
『
意
見
』
に
は
統
合
後
の
適

用
範
囲
や
財
源
、
基
金
運
用
等
に
関

す
る
詳
細
な
内
容
が
盛
り
込
ま
れ
て

い
る
。
さ
ら
に
、
二
月
二
四
日
、
居

民
年
金
と
都
市
従
業
員
年
金
と
の
相

互
切
り
替
え
を
円
滑
に
す
る
た
め
の

法
規
制
と
し
て
『
都
市･

農
村
間
年

金
制
度
の
移
行
暫
定
方
法 (

人
社
部

発
〔
二
〇
一
四
〕
一
七
号) 

』(

以
下
、

『
方
法
』
と
い
う)

が
公
表
さ
れ
た
。

　

一
連
の
政
策
は
、
農
民
工
を
は
じ

め
労
働
移
動
の
加
速
化
へ
の
対
応
策

と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
る
。
年

金
統
合
は
二
〇
一
三
年
末
ま
で
一
五

の
省
で
す
で
に
実
施
さ
れ
て
い
る

（
１
）。
政
府
は
二
〇
一
五
年
ま
で
に

す
べ
て
の
省
で
統
合
の
実
施
を
終
わ

ら
せ
、
二
〇
二
〇
年
ま
で
に
は
統
合

を
実
現
さ
せ
る
計
画
で
あ
る
。

従
来
の
居
民
年
金
の
概
要

　

統
合
前
の
居
民
年
金
は
、
農
村
戸

籍
者
を
対
象
と
し
た
新
型
農
村
社
会

年
金
と
、
都
市
部
の
非
就
労
者
を
対

象
と
し
た
都
市
居
民
社
会
年
金
に
分

か
れ
る
。
新
型
農
村
社
会
年
金
が
二

〇
〇
九
年
に
導
入
さ
れ
、
そ
の
二
年

後
に
都
市
居
民
社
会
年
金
が
導
入
さ

れ
た
。

　

二
つ
の
居
民
年
金
制
度
の
仕
組
み

は
似
て
い
る
。
例
え
ば
、
年
金
給
付

構
造
は
基
礎
年
金
に
個
人
口
座
年
金

が
上
乗
せ
さ
れ
る
二
階
建
て
で
あ
る
。

基
礎
年
金
は
国
庫
負
担
で
定
額
が
支

給
さ
れ
る
。
一
方
、
個
人
口
座
年
金

は
、
加
入
者
名
義
の
年
金
専
用
口
座

に
積
み
立
て
ら
れ
た
年
金
保
険
料
お

よ
び
地
方
政
府
や
村
民
委
員
会
な
ど

の
経
済
組
織
か
ら
の
補
助
金
を
取
り

崩
す
形
で
支
給
さ
れ
る
。
そ
の
た
め
、

納
付
し
た
保
険
料
が
高
く
、
納
付
期

間
が
長
い
ほ
ど
、
個
人
口
座
年
金
受

給
額
も
高
く
な
る
。
た
だ
し
、
二
つ

の
居
民
年
金
は
保
険
料
納
付
額
が
若

干
異
な
る
。
新
型
農
村
社
会
年
金
は

年
額
一
〇
〇
元
か
ら
五
〇
〇
元
ま
で

の
五
段
階
が
、
都
市
居
民
社
会
年
金

は
年
額
一
〇
〇
元
か
ら
一
〇
〇
〇
元

ま
で
の
一
〇
段
階
が
設
け
ら
れ
、
年

金
加
入
者
は
そ
の
中
か
ら
自
分
の
納

付
能
力
に
あ
っ
た
保
険
料
納
付
額
を

自
ら
選
び
、
納
付
す
る
こ
と
に
な
る
。

　

二
つ
の
居
民
年
金
の
加
入
者
は
、

二
〇
一
一
年
時
点
で
す
で
に
都
市
従

業
員
年
金
の
そ
れ
を
上
回
る
状
況
に

あ
っ
た
が
、
増
加
幅
は
そ
の
後
さ
ら

に
拡
大
し
た
。
人
力
資
源
社
会
保
障

部（
人
社
部
）が
公
表
し
た
最
新
デ
ー

タ
に
よ
る
と
、
二
〇
一
三
年
の
年
金

加
入
者
数
は
都
市
従
業
員
年
金
が
三

億
一
九
六
三
万
人
、
居
民
年
金
が
四

億
九
四
五
四
万
人
で
あ
る
。
な
お
、

居
民
年
金
加
入
者
の
う
ち
、
圧
倒
的

な
数
を
占
め
て
い
る
の
は
新
型
農
村

社
会
年
金
の
方
で
あ
る
（
図
）。

居
民
年
金
の
統
合
案

　

居
民
年
金
の
統
合
に
つ
い
て
は
、

二
〇
一
三
年
六
月
に
山
東
省
曲
阜
で

開
か
れ
た
人
社
部
の
都
市･

農
村
居

民
年
金
座
談
会
で
そ
の
方
向
性
が
決

ま
り
、
今
年
の
二
月
に
前
掲
の
『
意

見
』
に
よ
り
具
体
的
な
統
合
案
が
発

表
さ
れ
た
。

　

統
合
後
の
居
民
年
金
は
、
保
険
料

納
付
額
の
上
限
が
年
額
二
〇
〇
〇
元

に
引
き
上
げ
ら
れ
た
。
納
付
意
欲
の

高
い
者
に
追
加
の
選
択
肢
を
与
え
、

年
金
格
差
を
縮
小
す
る
こ
と
が
狙
い

で
あ
る
。
加
入
者
は
一
〇
〇
元
か
ら

一
〇
〇
〇
元
ま
で
の
一
〇
段
階
と
、

一
五
〇
〇
元
、
二
〇
〇
〇
元
の
中
か

ら
一
つ
を
選
び
、
個
人
年
金
口
座
に

積
み
立
て
る
。
各
省
は
実
際
の
状
況

に
合
わ
せ
て
保
険
料
納
付
額
を
高
め

に
設
定
す
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。

し
か
し
、
原
則
、
都
市
従
業
員
年
金

に
加
入
し
た
同
地
域
の
非
正
規
労
働

者
の
保
険
料
納
付
額
を
超
え
な
い
範

囲
内
と
す
る
。
統
合
案
は
家
計
収
入

の
増
加
等
に
合
わ
せ
て
、
保
険
料
の

納
付
基
準
を
調
整
す
る
こ
と
に
も
言

及
し
て
い
る
。

　

地
方
政
府
か
ら
個
人
年
金
口
座
に

入
る
補
助
金
は
、
本
人
の
保
険
料
納

付
額
に
よ
っ
て
異
な
る
。
例
え
ば
、

納
付
額
が
一
二
段
階
の
う
ち
の
一
番

下
の
段
階
で
あ
る
場
合
に
は
年
額
三

〇
元
が
補
助
さ
れ
る
。
補
助
額
は
保

険
料
納
付
額
が
増
え
る
に
つ
れ
て
増

加
し
、
保
険
料
納
付
額
が
五
〇
〇
元

以
上
で
あ
る
場
合
に
は
補
助
額
が
六

〇
元
を
下
回
ら
な
い
範
囲
内
と
す
る
。

ま
た
、
地
方
政
府
は
重
度
の
障
害
者

な
ど
保
険
料
納
付
が
困
難
な
層
に
対

し
て
、
最
低
基
準
の
保
険
料
納
付
額

の
一
部
ま
た
は
全
部
を
肩
代
わ
り
す

る
。
政
府
は
居
民
年
金
の
受
給
条
件

を
満
た
し
た
者
に
基
礎
年
金
を
支
給

す
る
が
、
基
礎
年
金
財
源
の
う
ち
、

中
西
部
地
区
の
基
礎
年
金
の
全
額
と

東
部
地
区
の
基
礎
年
金
の
半
額
を
中

央
財
政
が
負
担
す
る
。

　

統
合
後
の
都
市･

農
村
居
民
年
金

と
都
市
従
業
員
年
金
と
の
相
互
切
り

替
え
に
つ
い
て
は
、
人
社
部
が
二
月

二
四
日
に
公
表
し
た
『
方
法
』
に
示

さ
れ
て
い
る
。
同
『
方
法
』
は
年
金

制
度
を
切
り
替
え
る
時
の
個
人
口
座

積
立
金
の
扱
い
や
納
付
期
間
の
算
定

有
無
、
重
複
加
入
な
ど
に
つ
い
て
言

及
し
て
い
る
。

　

ま
ず
、
個
人
口
座
の
積
立
金
は
制

度
と
は
無
関
係
に
、
切
り
替
え
後
の

制
度
で
も
本
人
名
義
と
な
る
。
次
に
、

納
付
期
間
の
算
定
で
あ
る
が
、
都
市

従
業
員
年
金
か
ら
居
民
年
金
に
切
り

替
え
る
場
合
に
は
従
前
の
納
付
期
間

が
そ
の
ま
ま
カ
ウ
ン
ト
さ
れ
る
。
し

か
し
、
居
民
年
金
か
ら
都
市
従
業
員

年
金
に
切
り
替
え
る
場
合
に
は
、
従

前
の
納
付
期
間
が
カ
ウ
ン
ト
さ
れ
な

い
。
ま
た
、
同
じ
年
に
居
民
年
金
と

都
市
従
業
員
年
金
の
両
方
に
加
入
し

た
場
合
、
二
重
で
納
付
し
た
期
間
は

都
市
従
業
員
年
金
の
納
付
期
間
だ
け

が
カ
ウ
ン
ト
さ
れ
、
居
民
年
金
の
保

険
料
と
し
て
個
人
年
金
口
座
に
納
入

し
た
保
険
料
や
補
助
金
は
本
人
に
返

金
さ
れ
る
。
つ
ま
り
、
二
つ
の
年
金

制
度
に
同
時
に
加
入
し
た
期
間
が

あ
っ
た
と
し
て
も
、
二
つ
の
制
度
か

ら
年
金
が
支
給
さ
れ
な
い
よ
う
に
す

る
。
同
『
方
法
』
は
二
〇
一
四
年
の

中　

国

公
的
年
金
の
統
合
に
向
け
た
取
り
組
み
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七
月
一
日
か
ら
施
行
さ
れ
る
。

　

二
月
七
日
の
国
務
院
常
務
会
議
で

は
、
年
金
統
合
と
制
度
間
切
り
替
え

を
ス
ム
ー
ズ
に
行
う
こ
と
を
目
的
に
、

全
国
で
統
一
し
た
社
会
保
障
カ
ー
ド

の
導
入
に
力
を
入
れ
る
こ
と
に
も
言

及
し
て
い
る
。

年
金
統
合
の
最
大
受
益
者
は

農
民
工

　

人
社
部
の
胡
暁
義
副
部
長
は
、
二

月
二
六
日
に
開
か
れ
た
国
務
院
新
聞

弁
公
室
の
記
者
会
見
で
、
年
金
統
合

の
最
大
の
受
益
者
は
農
民
工
お
よ
び

そ
の
家
族
で
あ
る
と
述
べ
た
。
社
会

科
学
院
の
李
国
祥
研
究
員
も
、
統
合

に
よ
り
農
民
の
都
市
移
動
が
い
ま
ま

で
以
上
に
促
進
さ
れ
る
で
あ
ろ
う
と

推
測
し
て
い
る
。

　

農
民
工
は
制
度
上
勤
め
て
い
る
勤

務
先
で
都
市
従
業
員
年
金
に
加
入
す

る
こ
と
が
で
き
る
が
、
国
家
統
計
局

の
統
計
観
測
調
査(

二
〇
一
四
年
二

月
公
表)

（
２
）に
よ
る
と
、
二
〇
一

三
年
時
点
で
都
市
従
業
員
年
金
に
加

入
し
て
い
る
農
民
工
は
四
八
九
五
万

人
と
農
民
工
全
体
の
一
八
・
二
％
に

過
ぎ
な
い（
３
）。
そ
の
主
な
理
由
と

し
て
重
い
保
険
料
負
担
が
あ
る
。
農

民
工
は
零
細
企
業
に
勤
め
る
こ
と
が

多
く
、
賃
金
水
準
も
低
い
。
都
市
従

業
員
年
金
に
加
入
す
る
と
勤
務
先
は

賃
金
総
額
の
二
〇
％
を
、
加
入
者
本

人
は
賃
金
の
八
％
を
年
金
保
険
料
と

し
て
負
担
し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
年

金
加
入
に
は
両
者
と
も
消
極
的
で
あ

る
。
農
民
工
の
労
働
移
動
が
激
し
い

こ
と
も
都
市
従
業
員
年
金
へ
の
加
入

を
妨
げ
て
い
る
。

　

労
働
移
動
で
都
市
従
業
員
年
金
か

ら
居
民
年
金
に
切
り
替
え
る
と
年
金

額
は
大
幅
に
減
少
す
る
。
二
〇
一
三

年
の
都
市
従
業
員
年
金
の
平
均
受
給

額
は
一
九
〇
〇
元
で
、
二
〇
一
二
年

の
一
七
二
一
元
か
ら
一
〇
・
四
％
上

昇
し
た
。
一
方
、
新
型
農
村
社
会
年

金
の
基
礎
年
金
受
給
額
は
二
〇
一
二

年
時
点
で
一
人
当
た
り
平
均
七
八
元

で
あ
る（
４
）。
新
型
農
村
社
会
年
金

は
制
度
設
立
の
当
初（
二
〇
〇
八
年
）、

農
村
の
最
低
生
活
保
障
額
が
五
〇
・

四
元
で
あ
る
こ
と
に
鑑
み
、
基
礎
年

金
額
の
最
低
基
準
を
五
五
元
に
設
定

し
た
。
そ
の
後
、
農
村
の
最
低
生
活

保
障
額
は
上
昇
し
続
け
、
二
〇
一
二

年
現
在
で
一
〇
六
・
一
元
と
な
っ
た

が（
５
）、
居
民
年
金
の
基
礎
年
金
額

は
北
京
、
上
海
、
天
津
な
ど
経
済
が

発
達
し
て
い
る
地
域
を
除
け
ば
ほ
と

ん
ど
上
昇
し
て
い
な
い
。
北
京
市
は
、

居
民
年
金
の
基
礎
年
金
額
が
全
国
で

一
番
高
い
地
域
で
あ
る
。
二
〇
一
四

年
一
月
二
九
日
に
行
わ
れ
た
五
回
目

の
調
整
で
は
、
基
礎
年
金
額
が
月
額

三
九
〇
元
か
ら
四
三
〇
元
へ
と
一

〇
・
三
％
引
き
上
げ
ら
れ
た
。
し
か

し
、
宜
賓
新
聞
網
に
よ
る
と
、
北
京

市
在
住
農
民
工
の
一
人
で
あ
る
呉
増

水
氏
は
、「
こ
れ
ら
の
基
礎
年
金
に
個

人
口
座
年
金
を
加
え
て
も
賃
金
以
外

の
補
充
の
役
割
し
か
果
た
さ
な
い
」

と
考
え
て
い
る
。
呉
氏
は
居
民
年
金

保
険
料
と
し
て
毎
年
一
〇
〇
〇
元
を

個
人
年
金
口
座
に
積
み
立
て
て
い
る

と
い
う（
６
）。

　

今
年
開
か
れ
た
全
国
人
民
代
表
大

会
と
中
国
人
民
政
治
協
商
会
議
で
は
、

居
民
年
金
の
基
礎
年
金
部
分
の
引
き

上
げ
が
必
要
と
の
声
が
あ
が
っ
た

（
７
）。
こ
れ
に
つ
い
て
、
人
社
部
の

胡
暁
義
副
部
長
は
居
民
年
金
の
給
付

水
準
が
低
水
準
に
あ
る
こ
と
を
認
め

な
が
ら
も
、
多
く
の
農
民
に
と
っ
て

主
な
収
入
源
は
土
地
か
ら
得
ら
れ
る

収
入
と
家
庭
収
入
で
あ
り
、
年
金
は

そ
れ
を
補
完
す
る
立
場
に
あ
る
こ
と

を
ま
ず
指
摘
し
た
。
前
掲
の『
意
見
』

で
は
、
経
済
成
長
や
物
価
上
昇
に
合

わ
せ
て
基
礎
年
金
額
を
調
整
す
る
仕

組
み
を
構
築
す
る
と
述
べ
て
い
る
。

将
来
的
に
は
給
付
水
準
の
引
き
上
げ

も
視
野
に
入
れ
て
い
る
こ
と
を
示
唆

し
た
も
の
だ
が
、
現
時
点
で
の
動
き

は
鈍
い
。

［
注
］

１
『
人
民
網
』

	
http://finance.people.com

.cn/
n/2014/0208/c70846-24301656.
htm

l　

２ 

人
社
部
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

	
h

ttp
://w

w
w

.m
o

h
rss.g

o
v.cn

/
SY

rlzyhshbzb/zw
gk/SY

xinw
enfabuhui/ 

201402/t20140225_124705.htm

３　

医
療
保
険
は
五
〇
一
八
万
人
、
労
災

保
険
は
七
二
六
六
万
人
、
失
業
保
険
は

三
七
四
〇
万
人
で
あ
る
。

４　
『
経
済
観
察
報
』

	
http://w

w
w

.eeo.com
.cn/2013/1120/ 

252264.shtm
l

５　
『
経
済
観
察
網
』

	
http://w

w
w

.eeo.com
.cn/2013/ 

1120/252264.shtm
l　

()

６　
『
宜
賓
新
聞
網
』

	
http://w

w
w

.ybxw
w

.com
/content/2014- 

3/18/ 2014318955462511865.htm
 

７　
『
人
民
政
協
網
』 

	
http://w

w
w

.rm
zxb.com

.cn/2014qglh/
yw

/307134.shtm
l　

（
ア
シ
ス
タ
ン
ト
フ
ェ
ロ
ー　
　

李　

青
雅
）

33,183

48,370 49,454

28,391 30,427 31,963

2011 2012 2013

居民年金 都市従業員年金

図　公的年金の加入者数と給付水準の推移（単位：万人）

注1：2013年は1 ～ 11月の平均である。
注2：年金加入者には被保険者数と受給者数の両方が含まれる。
注3：2011年の居民年金加入者のうち、都市部居民年金加入者は539万人にとどまる。
注4：居民年金加入者数には地方で任意に展開されている居民年金の加入者は含まれない。
出典：人力資源社会保障部『人力資源･社会保障事業発展統計公報』各年および『社会保険状況』各年。
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雇
用
労
働
部
は
、
二
〇
一
四
年
三

月
二
〇
日
、「
新
し
い
未
来
を
開
く
合

理
的
な
賃
金
体
系
改
編
マ
ニ
ュ
ア
ル

（
以
下
、『
賃
金
体
系
改
編
マ
ニ
ュ
ア

ル
』
と
記
す
）」
を
発
行
し
た
。

　

二
〇
一
三
年
の
法
改
正
に
よ
り
、

六
〇
歳
定
年
制
が
義
務
づ
け
ら
れ
た

こ
と
を
契
機
に（
１
）、
学
界
と
産
業

界
に
は
、
現
行
の
賃
金
体
系
の
問
題

点
と
今
後
の
方
向
に
関
す
る
議
論
が

広
が
り
を
見
せ
て
い
る
。
ま
た
、
各

企
業
に
お
い
て
も
、
賃
金
体
系
改
編

の
方
向
・
方
法
に
つ
い
て
の
検
討
が

始
ま
っ
て
い
る
。

　

こ
う
し
た
中
で
、
雇
用
労
働
部
は

「
賃
金
体
系
改
編
マ
ニ
ュ
ア
ル
」
を

作
成
・
発
行
し
、
賃
金
体
系
改
編
の

方
向
性
を
提
示
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、

労
使
間
で
の
対
話
と
協
力
を
促
進
し
、

自
主
的
に
賃
金
体
系
を
改
編
し
て
い

く
た
め
の
支
援
を
行
な
お
う
と
す
る

も
の
で
あ
る
。

雇
用
労
働
部
が
示
し
た
賃
金

体
系
改
編
の
た
め
の
方
向
性

　
「
賃
金
体
系
改
編
マ
ニ
ュ
ア
ル
」

の
内
容
は
、
①
賃
金
構
成
を
、
基
本

給
を
中
心
と
し
た
も
の
に
単
純
化
す

る
②
賃
金
に
占
め
る
年
功
給
（
号
俸

制
）
部
分
の
比
率
を
下
げ
、職
務
給
・

職
能
給
を
導
入
す
る
③
成
果
に
連
動

し
た
賞
与
や
成
果
給
の
比
率
を
上
げ

る
―
―
の
三
点
が
主
な
柱
と
な
っ
て

い
る
。
ま
た
、
改
編
の
具
体
的
事
例

と
し
て
、
自
動
車
メ
ー
カ
ー
（
生
産

職
）、
銀
行
（
事
務
職
）、
病
院
（
看

護
師
）
の
三
業
種
に
つ
い
て
の
モ
デ

ル
が
示
さ
れ
て
い
る
。

高
齢
化
社
会
に
マ
ッ
チ
し
た

賃
金
体
系
へ

　

雇
用
労
働
部
は
「
賃
金
体
系
改
編

マ
ニ
ュ
ア
ル
」
に
よ
り
、
現
在
の
韓

国
に
お
け
る
賃
金
体
系
上
の
諸
問
題

の
解
決
を
期
待
し
て
い
る
。「
賃
金

構
成
の
単
純
化
」
と
は
、
韓
国
の
一

般
的
な
賃
金
構
成
は
、
基
本
給
と
各

種
手
当
が
入
り
混
じ
り
、
非
常
に
複

雑
化
し
て
い
る
た
め（
２
）、
決
ま
っ

て
支
給
す
る
手
当
に
つ
い
て
は
、
基

本
給
に
含
め
る
こ
と
に
よ
っ
て
簡
素

化
す
る
と
い
う
も
の
で
あ
る
。「
年

功
給
（
号
俸
制
）
部
分
の
比
率
を
下

げ
る
」
と
は
、
韓
国
で
支
配
的
な
年

功
給
の
仕
組
み
が
、
若
手
と
中
高
年

層
の
賃
金
格
差
を
著
し
く
広
げ
、
そ

の
結
果
、
中
高
年
層
の
雇
用
継
続
に

負
担
を
感
じ
る
企
業
が
、
早
期
退
職

を
促
す
こ
と
も
多
く
、
二
〇
一
六
年

か
ら
義
務
化
さ
れ
る
六
〇
歳
定
年
制

を
前
に
し
て
、
こ
う
し
た
仕
組
み
を

改
め
て
、
能
力
に
応
じ
た
成
果
給
や

職
務
の
価
値
・
難
易
度
に
応
じ
た
職

務
給
の
導
入
を
図
ろ
う
と
す
る
も
の

で
あ
る
。
そ
し
て
「
成
果
に
連
動
し

た
賞
与
や
成
果
給
の
比
率
を
上
げ

る
」
こ
と
に
よ
っ
て
、
弾
力
的
に
人

材
を
登
用
で
き
る
仕
組
み
を
促
そ
う

と
す
る
も
の
で
あ
る
。

　

こ
の
よ
う
に
、「
賃
金
体
系
改
編
マ

ニ
ュ
ア
ル
」
が
発
行
さ
れ
た
背
景
に

は
、
現
行
の
韓
国
の
一
般
的
な
賃
金

体
系
が
、
高
齢
化
の
趨
勢
に
適
合
し

な
い
も
の
と
な
っ
て
き
て
い
る
こ
と

が
あ
る
。
そ
の
結
果
、
企
業
が
若
者

の
新
規
採
用
を
手
控
え
る
、
あ
る
い

は
、
非
正
規
職
員
と
し
て
採
用
す
る
、

と
い
っ
た
否
定
的
な
影
響
も
現
れ
て

い
る
中
で
、
賃
金
体
系
改
編
は
避
け

て
通
れ
な
い
も
の
と
言
え
る
。

　

一
方
で
、
雇
用
労
働
部
は
、
賃
金

体
系
の
改
編
は
、
企
業
の
人
事
労
務

管
理
制
度
そ
の
も
の
と
深
く
関
連
し

て
い
る
た
め
、
労
働
組
合
や
労
働
者

と
も
協
議
を
し
な
が
ら
推
進
し
て
い

く
べ
き
事
項
と
し
て
、
各
企
業
に
お

い
て
、
十
分
な
検
討
と
準
備
が
必
要

と
な
る
こ
と
も
指
摘
し
て
い
る
。

労
働
側
、
経
営
側
の
評
価

　

雇
用
労
働
部
が
、
今
回
賃
金
体
系

改
編
の
方
向
性
を
示
し
た
こ
と
に
つ

い
て
、労
使
の
評
価
は
分
か
れ
て
い
る
。

　

労
働
界
か
ら
は
、
二
大
ナ
シ
ョ
ナ

ル
セ
ン
タ
ー
が
そ
れ
ぞ
れ
反
対
の
立

場
を
表
明
し
て
い
る
。

　

韓
国
全
国
民
主
労
働
組
合
連
盟
は
、

改
編
の
内
容
が
、
経
営
者
側
だ
け
に

有
利
に
な
っ
て
い
る
と
主
張
す
る
。

▽
賃
金
が
企
業
側
の
恣
意
的
な
評
価

に
よ
り
決
定
さ
れ
る　

▽
団
体
交
渉

に
よ
る
賃
上
げ
が
難
し
く
な
る　

 

▽
企
業
間
・
部
門
間
・
個
人
間
の
競

争
を
助
長
し
、
労
働
強
化
に
つ
な
が

る　

▽
競
争
に
よ
っ
て
高
め
ら
れ
た

成
果
・
業
績
に
比
べ
、
賃
金
は
相
対

的
に
下
方
平
準
化
さ
れ
て
い
く
―
―

と
指
摘
す
る
。

　

ま
た
、
韓
国
労
働
組
合
連
盟
は
、

短
期
的
な
成
果
・
業
績
に
重
点
を
置

い
た
賃
金
体
系
は
、
こ
れ
ま
で
築
き

上
げ
て
き
た
労
働
者
間
、
部
門
間
の

協
力
文
化
を
破
壊
し
、
こ
れ
に
よ
っ

て
得
ら
れ
て
い
た
シ
ナ
ジ
ー
効
果
は

望
め
な
く
な
る
だ
ろ
う
と
懸
念
の
声

を
上
げ
て
い
る
。

　

一
方
、
使
用
者
側
か
ら
は
、
今
回

政
府
が
、
定
年
延
長
を
初
め
と
し
た

様
々
な
労
働
環
境
の
変
化
に
適
し
た

賃
金
体
系
を
構
築
し
て
い
く
必
要
性

を
示
し
た
こ
と
に
つ
い
て
、
高
い
評

価
が
得
ら
れ
て
い
る
。

　
「
賃
金
体
系
改
編
マ
ニ
ュ
ア
ル
」は
、

労
働
者
側
あ
る
い
は
企
業
側
の
ど
ち

ら
か
一
方
が
有
利
（
不
利
）
に
な
る

と
い
っ
た
議
論
を
す
る
た
め
の
も
の

で
は
な
く
、
生
産
性
に
応
じ
た
賃
金

分
配
の
調
整
を
試
み
る
こ
と
が
そ
の

趣
旨
で
あ
り
、
今
後
、
各
企
業
に
お

い
て
、
労
使
で
協
議
し
て
状
況
に

合
っ
た
賃
金
体
系
を
構
築
し
て
い
く

こ
と
が
課
題
と
な
る
―
―
と
経
営
者

団
体
の
幹
部
は
述
べ
る
。

「
賃
金
体
系
改
編
マ
ニ
ュ
ア

ル
」
よ
り

　

賃
金
体
系
改
編
の
具
体
的
な
方
法

と
事
例
に
つ
い
て
、「
賃
金
体
系
改
編

マ
ニ
ュ
ア
ル
」
よ
り
そ
の
内
容
を
以

下
に
抜
粋
・
要
約
す
る
。

□
基
本
給
中
心
に
賃
金
構
成
項
目
を

単
純
化
す
る

　

支
給
基
準
が
明
ら
か
で
な
い
さ
ま

ざ
ま
な
手
当
は
労
働
者
に
モ
チ
ベ
ー

シ
ョ
ン
を
与
え
ら
れ
ず
、
人
件
費
の

管
理
を
難
し
く
し
て
い
る
。

　

賃
金
が
労
働
者
の
職
務
価
値
を
反

映
す
る
よ
う
に
し
、
賃
金
管
理
の
効

率
性
を
高
め
る
た
め
に
、
諸
手
当
項

目
の
統
廃
合
等
、
賃
金
構
成
項
目
を

単
純
化
す
る
必
要
が
あ
る
。

　

固
定
的
に
支
払
わ
れ
る
手
当
及
び

賞
与
は
基
本
給
に
統
合
し
、
そ
の
他

の
手
当
は
職
務
価
値
、
職
務
遂
行
能

力
、
成
果
等
を
反
映
す
る
方
向
で
統

廃
合
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

□
基
本
給
か
ら
年
功
性
を
減
ら
さ
な

け
れ
ば
な
ら
な
い

　

韓
国
の
多
く
の
企
業
が
導
入
し
て

い
る
年
功
給
は
、
基
本
給
、
諸
手
当
、

固
定
賞
与
で
構
成
さ
れ
て
い
る
。
こ

の
よ
う
な
賃
金
体
系
下
で
は
、
基
本

給
が
企
業
成
果
や
労
働
者
の
能
力
と

関
係
な
く
、
持
続
的
に
上
昇
す
る
特

徴
が
あ
る
。
ま
た
、
賞
与
と
諸
手
当

ま
た
は
退
職
金
が
基
本
給
に
連
動
し

て
引
き
上
げ
ら
れ
る
特
徴
を
有
し
て

お
り
、
企
業
の
負
担
が
増
加
せ
ざ
る

を
得
な
い
。

　

基
本
給
の
年
功
に
よ
る
自
動
上
昇

分
を
減
ら
し
、
手
当
、
賞
与
を
基
本

給
に
連
動
し
て
支
払
う
こ
と
を
や
め
、

手
当
は
本
来
の
目
的
に
合
う
よ
う
に
、

項
目
別
に
定
額
で
支
払
う
こ
と
が
望

ま
れ
る
。

□
賞
与
は
成
果
と
連
動
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い

　

年
功
給
に
基
盤
を
置
い
た
固
定
給

の
比
率
を
減
ら
し
、
成
果
と
連
動
し

韓　

国

雇
用
労
働
部
が
「
賃
金
体
系
改
編
マ
ニ

ュ
ア
ル
」
を
発
行
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た
変
動
給
的
賞
与
ま
た
は
成
果
金
の

比
率
を
増
や
す
こ
と
が
望
ま
れ
る
。

　

変
動
賞
与
を
導
入
す
る
場
合
、
経

営
成
果
が
よ
い
ほ
ど
労
働
者
に
支
払

わ
れ
る
賃
金
が
上
昇
す
る
長
所
が
あ

る
。

□
賃
金
体
系
改
編
の
具
体
的
事
例

（
賃
金
体
系
改
編
モ
デ
ル
）

　

雇
用
労
働
部
が
作
成
し
た
業
種
別

賃
金
体
系
の
改
編
モ
デ
ル
を
表
に
示

す
。
な
お
、
雇
用
労
働
部
は
、
こ
れ

ら
の
モ
デ
ル
は
、
試
案
的
か
つ
標
準

的
な
も
の
で
あ
り
、
今
後
、
業
種
別

に
具
体
的
な
適
用
や
コ
ン
サ
ル
テ
ィ

ン
グ
等
を
と
お
し
て
の
修
正
や
変
形

が
可
能
で
あ
る
―
―
と
説
明
し
て
い

る
。

［
注
］

１　

こ
れ
ま
で
定
年
を
六
〇
歳
以
上
と
す

る
こ
と
は
努
力
義
務
と
さ
れ
て
き
た
が
、

二
〇
一
三
年
の
法
改
正
に
よ
っ
て
、
二

〇
一
六
年
か
ら
定
年
を
六
〇
歳
以
上
と

す
る
こ
と
が
義
務
づ
け
ら
れ
た
。

２　

韓
国
で
は
、
経
済
成
長
過
程
に
お
い
て
、

賃
金
安
定
化
の
た
め
、
賃
金
上
昇
を
抑

え
る
政
策
が
と
ら
れ
て
き
た
。
企
業
は

様
々
な
手
当
を
新
設
す
る
こ
と
で
、
賃

金
抑
制
に
対
す
る
労
働
者
の
不
満
を
解

消
し
て
き
た
が
、
そ
の
結
果
、
賃
金
構

成
は
非
常
に
複
雑
化
し
た
。
従
来
の
行

政
解
釈
で
は
、
各
手
当
は
「
通
常
賃
金
」

に
は
含
ま
れ
な
い
と
さ
れ
て
き
た
が
、

二
〇
一
二
年
に
大
法
院
（
最
高
裁
）
が
、

労
働
者
に
『
定
期
的
』
に
、『
一
律
』
に

支
払
わ
れ
る
も
の
で
、
業
績
や
成
果
と

関
係
な
く
支
給
に
『
固
定
性
』
が
あ
る

も
の
に
つ
い
て
は
通
常
賃
金
と
す
る
、

と
い
う
判
断
基
準
を
示
し
た
。
今
回
、

雇
用
労
働
部
が
「
賃
金
体
系
改
編
マ
ニ
ュ

ア
ル
」
を
作
成
し
た
背
景
に
は
、
こ
の

判
断
基
準
が
あ
る
。
な
お
、
韓
国
の
通

常
賃
金
の
解
釈
を
巡
っ
て
の
裁
判
及
び

基
準
に
つ
い
て
は
、
当
機
構
の
海
外
情

報
の
二
〇
一
三
年
七
月
及
び
二
〇
一
四

年
二
月
を
参
照
。
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表　賃金体系改編の具体的事例（賃金体系改編モデル）

区分 自動車メーカー生産職 銀行事務職 病院看護師

業種・職種
の特性

・基本給が低く時間外手当が多い構造。
・完成車製造社は年功給型、部品製造

社は職務給型の二元的賃金体系をと
り、その賃金格差が大きい。

・大企業は、賃金ピーク制（定年まで雇
用保障する代わりに、一定の年齢か
ら段階的に賃金を削減していく制
度）をとらないまま定年延長する状
況にあるが、中小企業は定年保障が
厳しい状況。

・政府の銀行業寡占的保護により、競
争が起こらず、相対的に安定性を追
求する組織文化が存在する。

・年功給型賃金体系、高い賃金水準、
名誉退職によって賃金ピーク制が有
名無実化している。

・初任給の市場賃金が形成されている。
・職務配置及び労働移動が熟練度によ

って決定される。
・同一職種内の類似賃金水準に対する

関心が高く、それに収斂する現象が
ある。

・定年前の市場退場が普遍的であり、
現在は人材不足状態にある。

総合改善策

・短期的には、完成車製造社では職務
転換をとおした定年延長を導入する
代わりに賃金ピーク制を導入する。

・長期的には、完成車製造社では既存
の年功給を基にした賃金体系、部品
製造社では既存の職務給を基にした
賃金体系を、それぞれ生産性を反映
した熟練給に転換し、生産性が衰え
る年齢（40代半ば以降）以降は職務難
易度に応じた職務給に転換していく。

・短期的には、賃金ピーク制を活性化
させる。

・長期的には、一般職の役割を中心と
した熟練給体系と専門職の職務給体
系というデュアルラダー（dual 
ladder）に転換（約40歳以降）してい
く。

・40歳までは熟練給型賃金体系とし、
年功給の部分を改善する。

・短期的には、市場における賃金情報
の改善とその拡散を促進する。

・長期的には、広義の職務（職種）給を
基盤とし、熟練給的要素を混合する。

・労働力供給不足の状況を考慮して、
中高年層の職務の段階的拡大／転換
により、専門職賃金体系へ誘導する。

賃金水準
の決定

・基本給は熟練給とし、完成車製造社
では既存の年功的体系を改善する。
部品製造社では既存の単一職務給的
体系の改善に焦点を置く。双方とも
40代半ば以降は熟練度を反映した職
務給的体系に転換する。

・賃金の上昇は、 熟練度の向上による
熟練給に基づく。職務給体系では、
職務転換と熟練度の向上によって賃
金は上昇するが、成果差により部分
的に上昇させる。

・基本給は熟練給中心とし、中盤以降
は役割給と職務給に分化させる。

・賃金の上昇は、熟練給は熟練度の上
昇、役割給は職級の上昇。職務給は
職務転換によるものとし、全て職能
的要素と成果差により部分的に上昇
させる。

・基本給は熟練度を基盤とした職種給
とし、中高年以降は職務給体系とす
る。

・賃金の上昇は、職種給では実務によ
る熟練度の向上や資格取得等の職能
的要因による。職務給では職務や職
級（役割）の変化による。

成果要素
の反映

・	40代半ば以前は、集団成果給とする。
・40代半ば以降は、個別成果給と集団

成果給とする。
・賃金構成比としては総額の10％前後

とする。

・一般社員（労組員）は、集団成果給と
する。

・幹部クラスは、個別成果給とする
・賃金構成比としては総額の30％前後

とする。

・一般看護師（労組員）は、集団成果給
と個別成果給とする。

・中高年以降は、個別成果給とする。
・賃金構成比としては総額の20％前後

とする。

優先課題
・完成車製造社と部品製造社間の職務

比較をする。
・賃金ピーク制の再設定。 ・賃金情報の改善と提供。


